
被害想定作成例(工場編)
	被害種類と考慮すべき態様
（標準的な付与条件）
	番号
	被害想定
（被害の具体的事象）
	防火防災安全上の目標設定

	１．建物等の基本被害
・新耐震設計基準に適合の場合、建築構造の大きな被害は考慮しなくてよいものとする。
・耐震改修促進法の適用がある場合、その結果に基づき構造体の被害を想定する。
	1
	構造部の一部（柱など）が損傷する。
	負傷者を出さない。

	
	2
	最も古い建物である小倉庫棟が倒壊するが、幸い人はいなかった。
	負傷者を出さない。

	
	3
	劣化が進行していた壁材や屋根材が揺れにより破損し、破片が周囲に落下する。
	負傷者を出さない。

	
	4
	窓ガラスが割れ、破片が周囲に散乱する。
	負傷者を出さない。

	２．建築設備等被害
・「建築設備耐震設計・施工指針」等に適合しない部位の損壊や機能停止を想定する。
・官庁施設の総合耐震計画基準」等に基づき機能維持が図られる場合を除き、何らかの機能停止が生ずることを想定する。
	5
	受変電設備の配線が一部切断する。
	感電事故を起こさない。

	
	6
	ボイラー燃料危険物の配管が折損する。
	安全に設備を停止する。

	３．避難施設等被害
	7
	保管庫（冷蔵倉庫、冷凍倉庫等）の出入口が開閉不能となり、従業員が閉じ込められる。
	閉じ込め者を全員救出する。

	
	8
	工場出入口及び搬入口等が物品の散乱により使用不能となる。
	避難経路を確保する。

	
	 9
	停電により照明が消えて避難ルートが確認できなくなる。
	避難経路を確保する。

	
	10
	屋外鉄骨階段の一部が脱落し、避難経路として使用できない。
	避難経路を確保する。

	４．消防用設備等
	11
	障害物により防火シャッター等が閉鎖しない。
	延焼及び煙の拡散を防ぐ。

	
	12
	屋内・外消火栓等に接続する配管が折損する。
	延焼を防ぐ。

	
	13
	排煙設備が故障し、作動しない。
	煙の拡散を防ぐ。

	５．収容物等被害
	14
	高積みされたパレット等が落下する。
	負傷者を出さない。

	
	15
	高積み保管された製品・包装材等が落下・散乱する。
	負傷者を出さない。

	
	16
	吊り下げ照明及び看板等が落下する。
	負傷者を出さない。

	６．ライフライン等被害
	17
	通信手段が途絶し、被害状況を把握できない。
	通信連絡を取れる環境を確保する。

	
	18
	電柱の折損・倒壊及び変電所の機能停止により、停電する。
	必要最低限の電源を確保する。

	
	19
	停電により、建物内の照明が一斉に消灯するとともに、非常灯がズレ・落下する。
	照明の確保

	７．火災等の発生
	20
	ガスボンベの転倒等により、ガスが漏洩する。
	引火・爆発をさせない。

	
	21
	ボイラーの燃料配管が破損し、火災が発生するおそれがある。
	火災を発生させない。

	
	22
	包装材などの可燃物に延焼するおそれがある。
	火災に発展させない。

	８．人的被害
	23
	パート、アルバイト等の出勤者の人数・配置を迅速に確認できない。
	負傷者を出さない。

	
	24
	生産設備が移動し、従業員が負傷する。
	負傷の応急手当を行う。

	
	25
	出入口に避難者が殺到し、負傷者が発生する。
	負傷の応急手当を行う。


被害想定に基づく予防的対策事項と応急的対策事項（工場例）
	被害種類と考慮すべき態様
（標準的な付与条件）
	番号
	対応行動の具体化

	
	
	応急的対策事項
	予防的事項

	１．建物等の基本被害
・新耐震設計基準に適合の場合、建築構造の大きな被害は考慮しなくてよいものとする。
・耐震改修促進法の適用がある場合、その結果に基づき構造体の被害を想定する。
	1
	建物の損傷箇所を目視・確認する。必要に応じて、建物外の一次避難場所に避難する。
	構造被害をすぐに確認・判断できる者を確保する。耐震補強工事を検討する。

	
	2
	危険区域の立ち入り禁止措置をとる。
	飛散防止フィルムの貼付を検討する。

	
	3
	危険区域の通行・立ち入り禁止措置をとる。
	渡り廊下を使用しない避難経路を、事前に選定しておく。

	
	4
	危険区域の立ち入り禁止措置をとる。
	天井部フレームに、耐震支柱・ブレースの採用を検討する。

	２．建築設備等被害
・「建築設備耐震設計・施工指針」等に適合しない部位の損壊や機能停止を想定する。
・官庁施設の総合耐震計画基準」等に基づき機能維持が図られる場合を除き、何らかの機能停止が生ずることを想定する。
	5
	復旧対応方針を事前に検討しておく。
	復旧対応方針を事前に検討しておく。

	
	6

	地震感知器と連動したバーナー自動停止装置の追加措置を検討する。ボイラーの緊急停止手順を確認する。
	地震感知器と連動したバーナー自動停止装置の追加措置を検討する。ボイラーの緊急停止手順を確認する。

	
	7
	定期点検を強化する。非常用発電機の導入を検討する。
	定期点検を強化する。非常用発電機の導入を検討する。

	３．避難施設等被害
	8
	従業員の有無を確認する。必要に応じて消防隊へ連絡する。
	救出フローを事前に確認する。

	
	9
	避難経路を変更し、安全を確保したうえで避難する。
	代替の避難ルートを周知徹底する。

	
	10
	避難経路を変更し、安全を確保したうえで避難する。
	避難の支障となりうる物品を出入口付近から撤去する。

	４．消防用設備等
	11
	障害物を除去し、区画を形成する。
	定期的に目視点検を実施し、閉鎖障害となりうる物品を撤去する。

	
	12
	可搬ポンプ、消火器を用いて初期消火する。
	点検時に、配管の劣化状況を確認する。

	
	13
	損傷状況を確認する。代替機を使用する。
	定期点検を強化する。

	５．収容物等被害
	14
	負傷者の有無を確認する。危険区域の立ち入り禁止措置をとる。
	２ｍ以上の高さに積まないよう指導する。

	
	15
	負傷者の有無を確認する。危険区域の立ち入り禁止措置をとる。
	固定等の落下対策を検討する。

	
	16
	負傷者の有無を確認する。危険区域の立ち入り禁止措置をとる。
	固定等の耐震対策を検討する。

	
	17
	台車が自走しないようストッパーをかける。
	ストッパー付台車の使用を推進する。停車時はストッパーをするよう指導する。

	
	18
	危険区域の立ち入り禁止措置をとる。
	設備の固定を強化する。

	
	19
	システムエンジニアによる早期復旧を試みる。
	代替（バックアップ等）の処置を事前に検討する。

	
	20
	負傷者がいないか確認する。散乱物を片付ける。
	吊り下げ物は耐震補強しておく。

	６．ライフライン等被害
	21
	現場に駆けつけ、被害状況を確認する。
	災害時の連絡方法を事前に検討しておく。

	
	22
	ポータブル発電機を使用し、優先度の高い箇所から電気を供給する。
	大容量発電機の導入を検討する。

	
	23
	受水槽から水をとり、バケツ等にためる。仮設トイレを設置する。
	非常用飲料水を常備する。仮設トイレを事前に調達しておく。

	
	24
	懐中電灯により照度を確保する。
	懐中電灯を常備する。非常灯の固定を検討する。定期点検を実施する。

	７．火災等の発生
	25
	燃料配管への供給停止及び初期消火を行う。
	配管等の耐震化を検討する。定期点検により配管の劣化を確認する。

	
	26
	ダクトダンパーを閉止する。初期消火を行う。
	定期的にダクト清掃を行う。消火器を近くに２本以上配置する。

	
	27


	消火活動を行う。


	包装材などの可燃物の保管場所を延焼危険のない場所に移動する。定期点検を強化する。

	
	28
	飛散した油の回収をする。危険区域の立ち入り禁止措置をとる。
	設備周囲に可燃物を放置しないよう指導する。

	８．人的被害
	29
	責任者による出勤者の確認。点呼により従業員を把握する。
	出勤者の確認方法を事前に検討する。

	
	30
	避難誘導員を配置する。応急救護班が搬送及び手当てを行う。
	避難訓練を実施する。救出・救護訓練を実施する。

	
	31
	非常放送により、従業員を落ち着かせる。避難誘導員を配置する。
	避難訓練を実施する。
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